
令和３年１２月



はじめに

建設⼯事は、各種専⾨⼯事の総合的組み合わせにより多様化し、かつ重層下請
構造で施⼯されています。このような特⾊を有する建設業において、建設⼯事を
適正に施⼯するためには、建設業法を遵守して適正な施⼯体制を確保することが
必要です。

本書では、建設業法で定められた内容について、特に建設⼯事の施⼯体制に関
係する技術者の設置、施⼯体制台帳の作成、施⼯体系図の掲⽰等⼯事現場で遵守
すべき規定を中⼼に、その趣旨等を解説するとともに、適正な請負契約の締結の
⼿順及び下請代⾦の適正な⽀払⽅法について説明します。
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